
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 



 

 



加賀市版地域包括ケアビジョンについて
「地域包括ケアビジョンとその方向性」（平成27年（２０１５年）4月 加賀市）より

① 地域包括ケアシステムの必要性

国において、団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、予防・医療・介護・生活支援・住まいが一
体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築が求められ、保険者である市町村が地域と協働し、地
域特性に応じて作り上げていくことが必要とされました。

② 策定当時の加賀市の現状と課題
本市でも、2025年に向けて人口が減少する一方で高齢者は増加し、少子高齢化が進む見込みとなってい
ました。その中で、「単身・高齢者のみ世帯の増加」「要支援・要介護認定者の増加」「認知症高齢者の
増加」「介護の担い手となる人材の不足」という、大きく4つの課題が見えてきました。
地区座談会では「死ぬまで自分の家で暮らしたい」という声が聞かれる一方、現実には多くの高齢者が自
宅から離れた施設への入所を選択せざるを得ない状況にありました。

また、これまで「予防」「医療」「介護」「生活支援」「住まい」の取組を各担当課が個別に進めてきま
したが、それだけでは住み慣れた地域での暮らしは実現できず、サービスや取組の情報も必要な人に充分
に届いていない実態が見えてきました。

③ ビジョンの策定
こうした国の動きと本市の課題を踏まえ、
5つの要素の目指すべき姿を明確にする「加賀市版地域包括ケアビジョン」を策
定しました（平成27年4月）
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地域包括ケアビジョンの見直しについて
策定から10年。2040年の加賀市を見据えて

2040年の加賀市の姿

2040年には、本市の人口は現在より約3割少なくなり、高齢化率は46％と、市民のおよそ2人に1人が高
齢者となる見込みである。地域を支える20～64歳の人口が約3割減る一方で、介護が必要になりやすい85
歳以上の方は約1.4倍に増えるなど、「支える人」が減り、「支えが必要な人」が増える時代を迎えます。

見直しが必要な4つの理由

1 目標年次の2025年を迎えた

現行ビジョンは2025年を目標年次として策定しました。この
10年で育ってきたブランチなどの仕組みを土台に、2040年を
見据えた新たな道しるべが必要です。

2 「支える人」と「支えが必要な人」のバランス
が変わる

公的サービスだけで暮らしを支えるのは難しくなります。住
民・事業者・行政がともに支え合う形を描き直す必要があり
ます。

3 圏域ごとの違いが大きくなる

平成28年から令和5年で人口が約4割減った地区がある一方、
減少が5％程度にとどまる地区もあります。

4 暮らしの課題の複雑化、福祉から地域共生へ

地域包括支援センターへの相談は、令和2年度から令和6年度
で約1.5倍に。国も、地域共生社会や認知症基本法など、高齢
者に限らない支え合いを進めています。

見直しの方向性 「本人主体」「住民主体」の目指すべき姿を引き継ぎながら、2040年に向けて取組の進め方を見直します。

健康福祉部の担当部署がワーキングを開催し、５つの要素において、市民アンケートや各種調査等から課題を抽出し、報告
制を見直し定めました。
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第2期地域包括ケアビジョンの５つの要素の方向性について

-11-



第2期地域包括ケアビジョンの方向性について
方向性について
5つの要素の課題を見直した結果、人口減少と高齢化が同時に進む中で、公的サービスだけでは補えない生活課題が各分野で共通し
て生じていることがわかりました。こうした課題に向き合うには、本人の思いを大切にし（本人主体）、住民・事業者・行政が協
働し（住民主体）、地域ごとに支える（圏域単位）という第1期の考え方がこれまで以上に重要であることから、方向性は変更せず
第1期を継承します。

方向性 第1期 第2期 変更点

本人主体
本人らしくあり続けることを大切
にし、共に考え、認め合うことが
できるまち

本人らしくあり続けることを大切
にし、共に考え、認め合うことが
できるまち

変更なし

住民主体
「自分たちのまちは自分たちで」
をモットーに、自らの決定に責任
をもち、住民、行政、事業者が協
働し、支えあえる地域づくり

「自分たちのまちは自分たちで」
をモットーに、それぞれの得意な
ことやできることを活かし、住民
、行政、事業者が協働し、支えあ
える地域づくり

「自らの決定に責任を
もち、」を「それぞれ
の得意なことやできる
ことを活かし」に変更
支え手が減る中、住民
に責任を求めるのでは
なく、一人ひとりの強
みに目を向け、誰もが
自分らしく役割を持て
る表現とした。

圏域単位で5つの
要素が一体的に
提供されるもの

これまでのつながりや関係を大切
にし、本人や地域の力をいかし、
暮らしを継続するために、「本人
本位」と「住民主体」を基本的考
えとし、地域ごとのグランドデザ
インを描くこと

これまでのつながりや関係を大切
にし、本人や地域の力をいかし、
暮らしを継続するために、「本人
本位」と「住民主体」を基本的考
えとし、地域ごとのグランドデザ
インを描くこと

変更なし

持続可能な地域
支援の基盤づくり

支える人も支えられる人も無理な
く暮らし続けられる、ICT等を活
用した持続可能なまち

新規
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